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研究要旨 

1950 年以降の人口動態統計を用いて、乳児死亡率や新生児死亡率の経時的推移とともに、

死因別の推移や出生体重別の死亡率の経時的推移を整理した。出生後の期間別の死亡率は

経時的に一様に改善したのではなく、また、出生体重別にも死亡率改善には明らかなタイ

ムラグが認められた。こうした現象について、新生児死亡率や乳児死亡率の着実な経年的

低下には一般的な栄養状態、母体の健康状態、保育方法などの改善を伴う社会・経済的環

境の改善が大きな寄与を果たし、これに上乗せする形で医療技術の普及ないし導入が短期

的な要因として死亡率の低下に貢献してきたことを考察した。 

1995 年から死亡診断書（死体検案書）の書式の変更に伴って、これまで検討し得なかった

基本的な出生時諸属性と乳児死亡との関連が検討可能となっており、出生体重および妊娠

週数と乳児死亡率・新生児死亡率との関係を整理した。これまで報告されていない出生時

基本属性と乳児死亡との詳細な総合的分析によって、乳児死亡率改善のための今日的課題

をさらに明らかしえる可能性を指摘した。 

 

A. 研究目的 

乳児死亡にかかわる状況は、1950 年以降を

みても、死亡率の顕著な低下や死因の変化

など大きな変貌がみられる。本報告では、

人口動態統計に基づいて、乳児死亡の 1950

年以降の推移を概観し、今後の乳幼児死亡

率改善に向けての保健統計学的な課題を明

らかにする。 

 

B. 研究方法 

用いた資料は、厚生省から公刊されている

1950 年から 1997 年までの人口動態統計で

ある。乳児死亡率や新生児死亡率の経時的

推移とともに、死因別の推移や出生体重別

の死亡率の経時的推移を整理した。また、

1995 年から追加された生後 1 年未満に病死

した場合の「出生時体重」「妊娠週数」とい

った新しい情報を用いて、死因との関連を

検討した。 

 

C. 研究結果及び考察 

1. 死亡率の年次推移 

新生児死亡率及び乳児死亡率は、戦後に例

のないほどの速度で低下を示し、現在では

世界的にも最高水準を達成している（図 1）。

すなわち、乳児死亡率（出生千人当り。死

因別死亡率を除き、以下、同じ単位）は、

1950 年の 60.1 から急速に低下し、1960 年

が 30.7、1970 年が 13.1、1980 年が 7.5、1990

年が 4.6 なり、1997 年には 1950 年の 6.2％

に当たる 3.7 に至っている。同様に、新生

児死亡率も1950年の27.4から1997年の1.9

へと低下し、また早期新生児死亡率（生後

7 日未満）も 1950 年の 15.1 から 1997 年の

1.4 へと、著しく低下している。出生後の間

もない時期は生活環境に対する適応性が弱

く、妊娠・分娩の影響が残っており、不安

定な時期であるが、特に早期新生児は出 

産時の外傷、低酸素症などにより生死が左

右されやすい。一方、新生児期以降になる 



 
 
と、細菌感染や不慮の事故などの後天的な

原因による死亡が多くなる。生存期間ごと

にみると、早期新生児死亡率、後期新生児

死亡率（生後 7 日以上 28 日未満）および新

生児期後の後期乳児死亡率(生後28日以上1

年未満)の経年的低下は、一様であったとは

わけではない。 

乳児死亡に対する新生児死亡の割合は、

1950 年の 46％から経年的に漸増し、1977

年に 69％と最大になり、以降は減少に転じ

て 1997 年には 51％に至っている。乳児死

亡における早期新生児死亡の割合も同様の

年次推移を取り、1950 年の 25％から漸増し

て 1977 年に 55％と最大になり、以降は減

少に転じて 1997 年では 38％となっている。 

乳児死亡率の経年的な改善において、1970

年代中盤までは、新生児期後の後期乳児死

亡率の低下が著しかったが、1970 年代終り

から早期新生児死亡率の低下がもっとも著

しくなっており、歴史的には生存期間の長

い方から短い方向へと死亡率の著しい改善

が進行したといえる。この年次推移は、初

期の段階では新生児期以降にも共通する後 

天的な原因による死亡の改善が著しかった

ことを暗示している。 

2. 死因の推移 

国際疾病分類（ ICD）が何度かの改訂を経て

いることから死因の厳密な比較は困難であ

るが、主な死因別の推移を表 1 に示した。

戦後は「肺炎及び気管支炎」や「腸管感染

症」（腸炎及びその他の下痢性疾患）などの

感染性の疾患が多くみられたが、1955 年に

おいても乳児死亡率は出生十万人当り（死

因については、以下同じ単位）で「肺炎及

び気管支炎」が 943.3、「腸肝感染症」が 336.6

であり、両分類を合わせて乳児死亡の 32％

を占めていた。1960 年代以降、さらに着実

に著しく減少し、今日では「腸管感染症」

による乳児死亡は極めて稀となり、「肺炎」

による乳児死亡も年間で 100 人未満と稀な

ものとなっている。 

「周産期に発生した病態」の乳児死亡率は

1955 年の 1725.4 から 1997 年の 104.9 へと

著しい低下を示し、これは新生児期での死

亡率減少によるところが大きい。しかし、

全体の死亡率が激減した中で現状でも新生

児死亡の死因のおよそ半分を占めており、

新生児死亡の今日的課題となっている。国

際疾病分類の改訂の影響を大きく受けてい

るため経年的な検討が困難ではあるが、「出

産時損傷等」とまとめられる出産外傷、出

生時仮死、呼吸窮迫症候群、その他の周産

期に特異的な呼吸障害及び心血管障害など

による死亡率の改善が認められるようにな

ったのは 1970 年代後半からであり、これが

比較的近年の早期新生児死亡率の改善に大

きく寄与してきた。 

一方、「先天奇形及び染色体異常」による乳

児死亡率は 1955 年の 205.9 から 1997 年の

126.3 へと減少して入るが、新生児死亡率に

ついては著しく減少しているとはいえない。

新生児死亡に占める割合は 1955 年の 5％か

ら 1997 年の 38％へと増加し、相対的な重

要性が増してきている。 

3. 出生体重と死亡の推移 

出生体重別の死亡率については、1994 年以

前は早期新生児死亡のみが把握されてきた。

出生体重別の早期新生児死亡の推移を、表

2 に示した。低出生体重児は新生児死亡に

至りやすく、集中的な医学管理が必要とさ

れる。1997 年においても、2.5kg 以上の出

生体重児と比べて、低出生体重児といわれ

る 2.5kg 未満の児とでは早期新生児死亡率

にかなりの差異がみられる。出生体重が

2.5kg 以上の児での早期新生児死亡率は、

1970 年の 2.5 から 1997 年には 1／5 の 0.5

に低下している。1997 年での 2.5kg 以上の

児は出生の 92％を占めるが、早期新生児死

亡に占める割合は 34％に過ぎない。早期新

生児死亡の 2／3 は、出生の 8％を占めるに



 
 

 

過ぎない 2.5kg 未満の低出生体重児で発生

している。 

低出生体重児においても早期新生児死亡率

の経年的低下が認められるが、1.0kg 未満の

超低出生体重児と1.0kg以上2.5kg未満の低

出生体重児との低下パターンには若干の違

いが観察される。すなわち、1.0kg 以上 2.5kg

未満の低出生体重児では、1970 年代の 

終りから早期新生児死亡率の著しい低下が

認められるのに対して、1.0kg 未満の超低出

生体重児での死亡率の著しい低下は 1980

年代中盤以降であり、タイムラグがみられ

る。1970 年では早期新生児死亡の 7.2％を 



 
 

占めるに過ぎなかった超出生体重児が、

1997 年では死亡の 27.2％を占めるようにな

り、相対的に大きな問題となってきてい 

る。また、出生児の出生体重構成において

注目すべき点があり、低出生体重児、とく

に2.0kg以上2.5kg未満の低出生体重児の割

合が 1980 年の終りから明確な漸増傾向を

示している。2.5kg を境として明確な早期新

生児死亡率の差がみられることを勘案すれ

ば、2.0kg 以上 2.5kg 未満の低出生体重児の

出生予防が、より小さな低出生体重児の出

生予防とともに、これからの母子保健対策

のひとつの重要課題と考えられる。 

4. 死亡率低下における医療技術の貢献さ

て、以上の乳児死亡率・新生児死亡率等の

全般的な年次推移、死因別および出生体重

別の推移について、医療技術の貢献を含め

て述べてみたい。新生児死亡率や乳児死亡

率の着実な経年的低下には、一般的な栄養

状態、母体の健康状態、保育方法などの改

善を伴う社会・経済的環境の改善が大きな

寄与を果たしてきたといえる。これに上 



 
 

乗せする形で、医療技術の普及ないし導入

が短期的な要因として死亡率の低下に貢献

してきたとみられる。 

初期の段階では新生児のみに特異的な問題

ではない肺炎や下痢性疾患などが著しく低

下し、新生児死亡における重要性が減じて

きた。この背景には施設分娩の普及などを

通じての感染経路に対する対策とともに、

1950 年以降の抗生物質・化学療法の普及が

感染症の減少に貢献した可能性が指摘され

ている 1)。また、分娩監視装置の導入時期

は 1969 年から 1973 年ほどと推測されてい

るが 2)、これが「出産時損傷等」を除く「周

産期に発生した病態」の減少に貢献した可

能性も指摘されている 1)。 

1977 年は、上述のように、乳児死亡におけ

る新生児死亡および早期新生児死亡の割合

が増加から減少に転じる変曲点となってい

た。加藤2)は、1977年を境に1.0kg以上2.5kg

未満の低出生体重児での死亡率の低下が加

速したことをを指摘している。そして、当

時までの医療技術の進歩として分娩監視装

置による胎児仮死の早期発見、新生児仮死

に対する蘇生、未熟児に対する保育器収

容・輸液・呼吸管理等の治療をあげ、1976

年前後に新生児集中治療ユニット（NICU）

という形での完成に至り、以降は新生児集

中治療の技術が普及段階に入ったことが関

連する、と推察している。当時において

NICU の病床数の明らかな増加が認められ

ており、新生児救急搬送システムの整備も

順次進展して、1.0kg 以上 2.5kg 未満の低出

生体重児での「出産時損傷等」での死亡が

改善されたものと考えられる。 

しかし、1.0kg 未満の超低出生体重児での死

亡に対する改善が加速されたのは、さらに

以降の 1980 年代半ばを過ぎてからである。 



 
 

 

白鞘ら 3)は、呼吸窮迫症候群は「出産時外

傷等」の少なからぬ割合を占めるものであ

るが、これに対するサーファクタント補充

療法の医薬品が 1987 年 11 月に上市され、

呼吸窮迫症候群の致命率を低下させ、新生

児死亡率低下に大きな貢献があった、と報

告している。周産期医療でのサーファクタ

ント補充療法に代表される新生児の呼吸管

理、陣痛抑制、前期破水の管理あるいは胎

児の外科治療などの貢献が近年の死亡率の

改善を支えていると考えられる。 

5. 最近の乳児・新生児死亡 

1997 年での新生児の死亡順位は、第一位が

「先天奇形、変形及び染色体異常」（出生十

万人当りの新生児死亡率：74.3）、第二位が

「周産期に特異的な呼吸障害及び心血管障

害」(50.1)、第三位が「胎児及び新生児の出

血性障害及び血液障害」（14.7）、第四位が

「周産期に特異的な感染症」(9.5)、第五位

が「妊娠期間及び胎児発育に関連する障害」

(5.6)となっており、「先天奇形等」と「周産

期に発生した病態」とでその約 9 割を占め

ている。 

一方、乳児の死亡順位は、第一位が「先天

奇形、変形及び染色体異常」（126.3）、 

第二位が「周産期に特異的な呼吸障害及び

心血管障害」(54.1)、第三位が「乳幼児突然

死症候群」（41.6）、第四位が「不慮の事故」

（23.3）、第五位が「胎児及び新生児の出血

性障害及び血液障害」（15.4）であり、後期

乳幼児期では乳幼児突然死症候群及び不慮

の事故による死亡が相対的に大きな比重を

占めてくることが示されている。 



1995 年に第 10 回修正国際疾病障害死因分

類（ICD10）がわが国で採用されたのと同時

に、死亡診断書（死体検案書）の書式も変

更されたが、その中で生後 1 年未満に病死

した場合には「出生時体重」「妊娠週数」「単

胎・多胎の別」「母の生年月日」などの新し

い事項が追加された。これに伴って、これ

までと比べて乳児死亡についてのより詳細

な検討が可能になった。しかしながら、こ

れらの一部の出生時の諸要因についての死

亡数は公刊されているが、利用意義のある

死亡率が算出されていない不便が指摘でき

る。 

そこで、出生体重別の出生数に対する外因

死を除く病死のよる乳児死亡率・新生児死

亡率などを主要な死因別に示した（表 3）。 

新生児死亡については、死亡順位が第一位

である「先天奇形等」は、他の死因と比べ

て出生体重との関連は弱いものの、低出生

体重児での死亡リスクが高くなっている。 

出生前診断や胎児治療などの医療技術の革

新的な進歩が期待される。 

「周産期に発生した病態」の中では、呼吸

窮迫症候群などの呼吸障害が依然として大

きな課題として残っており、出生体重との

関連も強い。また、「妊娠期間及び胎児発育

に関連する障害」などでの超低出生体重児

での死亡リスクの増大は顕著であり、出生

体重の著しく軽い児に対する治療技術・管

理技術のさらなる開発が待たれている。 

また、「周産期に特異的な感染症」（主に、

新生児の細菌性敗血症）、「敗血症」につい

ても超低出生体重児での死亡リスクが高く、

その治療技術の開発が課題である。 

一方、乳児死亡においては、後期乳児期で

の大きな死因のひとつである「乳幼児突然

死症候群」についても、わずかではあるが

低出生体重児での死亡リスクが高いことが

確認できる。 

妊娠週数についても表 4 に示したが、同様

の傾向を読み取ることができる。 

このように死亡診断書（死体検案書）の書

式の変更に伴って、これまで検討し得なか

った基本的な出生時諸属性と乳児死亡との

関連が検討可能となった。しかしながら、

出生時諸属性と乳児死亡との総合的な検討

がなされていない状況にある。次年度にお

いては、既に目的外使用の承認（統発第 45

号、平成 12 年 2 月 3 日）を得た平成 7 年か

ら 10 年までの人口動態調査死亡票および

出生票のデータを用いて、出生時諸属性と

死因別の乳児死亡との関連を多変量解析を

用いて検討し、出生時基本属性からみた乳

児死亡率改善のための今日的課題をさらに

明らかにする予定である。 

 

D.結論 

 出生後の期間別の死亡率は経時的に一様

に改善したのではなく、また、出生体重別

にも死亡率改善には明らかなタイムラグが

認められた。こうした現象について、新生

児死亡率や乳児死亡率の着実な経年的低下

には一般的な栄養状態、母体の健康状態、

保育方法などの改善を伴う社会・経済的環

境の改善が大きな寄与を果たし、これに上

乗せする形で医療技術の普及ないし導入が

短期的な要因として死亡率の低下に貢献し

てきたことを考察した。 
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